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「鳥インフルエンザから、新型の人のイン

フルエンザが出てくるかもしれない」。

2004年秋、世界中が厳戒態勢の中でイ

ンフルエンザのシーズンを迎えた。幸い、

昨シーズン内に新型が登場することはな

かったが、日本では、ふつうのB型イン

フルエンザが大流行。患者は、学校に通

う生徒だけでも約40万人にのぼった。

日本でも2003～2004年に発生
もし、新型インフルエンザが日本で流行

したら、その被害は昨シーズンの比では

ない。今のところ、新型に変異するので

はないかと危惧されている高病原性の

H5N1鳥インフルエンザウイルスは、ま

だ鳥の間でのみの流行で、発生地域はベ

トナムやタイなどの東南アジアや中国に

限られている。人の感染者や死者も散

発的に発生しているが、いずれも感染

した鳥と濃厚に接触したことが原因と

いわれている。

といっても、日本にとって鳥インフル

エンザはもはや「対岸の火」ではない。

2003 年 12 月から 2004 年 1 月にか

けて、山口県のある養鶏場で、実に79

年ぶりに鳥インフルエンザが発生したこ

とは記憶に新しい。その後、鳥インフル

エンザは大分県や京都府でも確認され

た。その大半が高病原性のH5N1ウイ

ルスによるものであった。いずれの県で

も、家畜伝染病予防法に基づいて、養

鶏場の消毒、周辺の移動制限、疫学調

査の実施などの措置がとられ、作業に

あたる人には予防的にインフルエンザ治

療薬のリン酸オセルタミビル（商品名タ

ミフル）が投与されたために、被害が

人に拡大することはなかった。

しかし、鳥インフルエンザウイルスが

どこから国内に入り込んだのかは謎の

ままだ。山口県から遠く離れた大分県

でも鳥インフルエンザが発生したことに

対し、農林水産省家禽病小委員会委員

長の喜田宏北海道大学教授は「両者に

関連はなく、別ルートで感染したとみ

るべきだ」と指摘した。「日本全体が、

海外からの鳥インフルエンザウイルスの

侵入の危機にさらされている」。専門家

の多くが、そう警告した。　

このような中で、可能性として指摘

されているのは、中国や東アジアの水

鳥が日本にウイルスを運んできたとす

る説で、特にカモへの疑いが濃厚になっ

ている。別々の場所で発生したウイルス

が同一源のものかどうかは、そのDNA

を調べることで可能だが、「野生生物で

あるカモが運んできたとしたら、ルート

の確定はほぼ不可能」との指摘もある。

新型に対する厚生労働省の対応方針
「ルートの確定が困難」ということは、

日本が進める
対策とは？

2003年12月に、山口県の養鶏場で高病原性の鳥インフルエンザが発生したことは記憶に新しい。さらに2005年6月

には、茨城県でも弱毒性だが鳥インフルエンザが発生した。日本とっても、鳥インフルエンザはもはや「対岸の火」では

ない。出現を目前に、わが国が進めている対策について報告する。
西村尚子（サイエンスライター）

鶏の最終処分作業：2004 年 1月、山口県阿東町の養鶏場で、鳥インフル
エンザに感染して死んだ鶏を入れた袋が隣接地に掘削した穴へ投入された。
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次の発生がいつ、どこで起きるか予想

できないということだ。しかも、次に

入ってくるのは鳥だけではなく、人へ

も感染し、人から人へ感染が拡大して

いく新型インフルエンザウイルスかもし

れない。現状でできることは、それほ

ど多くはない。おおざっぱにいえば、「鳥

インフルエンザの人への感染に対する厳

密な監視」、「インフルエンザ治療薬の備

蓄」、「高病原性インフルエンザウイルス

のワクチン開発」、「法整備や対策マニュ

アルの充実」の四つだ。

　一つめの「鳥インフルエンザの人への

感染の監視」は、世界保健機関（WHO）

の附属機関であるGlobal Influenza 

Program（GIP）が行っているが、各国

の政情などにより、世界中をまんべん

なく監視できているとはいいがたい。

　二つめ以降の日本の対策は、厚生労

働省が平成16年8月にまとめた『新型

インフルエンザ対策報告書』にしたがっ

て進められている。インターネット版で

40ページにも及ぶこの報告書では、出

現のシナリオや被害予測、法整備、イン

フルエンザ治療薬の備蓄と留意点、新し

いワクチン開発などについて、詳細に述

べられている。

　このうち、最も気がかりな被害予測

については、新型インフルエンザの発生

状況をA（平常時）からFまでの6ラン

クに分け、状況 F のいわゆる「パンデ

ミック（世界的流行）」が起きた場合には、

国内で 1300 万～ 1700 万人の患者が

発生、7万～17万人が死亡すると試算

している。もし、今の状態のままパン

デミックに襲われたら、日本国中がパ

ニックに陥ることは目にみえている。

　一方、報告書には、昨シーズンに

1420万人分のタミフルが確保されたこ

と、通常のインフルエンザに対するワク

チン製造も 1481 万本に増産されたこ

とが明記されている。しかし、新型イ

ンフルエンザにも有効とされているタミ

フルは、海外の一社（ロシュ社）による

特許製造販売が行われており、国内で

はまったく生産されていない。パンデ

ミック時に予防薬として用いることも考

えると、十分な供給が保証されている

とはいえないだろう。また、通常のイ

ンフルエンザワクチンについては、新型

には無効だとされている。

新技術を用いたワクチン開発
こうした状況において、新型インフルエ

ンザ対策の本命はワクチンにあると考え

られる。ただし、H5N1のような鳥イン

フルエンザウイルスは毒性が強すぎるた

めに、従来の製法でワクチンを作ること

ができない。そこで現在、WHOと連携

し、国立感染症研究所ウイルス第三部の

田代眞人博士らが、新しい手法によるワ

クチン開発を急いでいる。手法としては

すでにほぼ確立したが、薬事法の縛りが

あるため、新ワクチンとして認可される

までにはまだ1～2年かかると思われる。

　新しい手法のかぎとなる技術を開発し

たのは、東京大学医科学研究所感染・免

疫大部門の河岡義裕教授らのグループ

だ。1999年、河岡教授らは「リバース・

ジェネティクス法」とよばれる方法で、

8本に分かれているインフルエンザウイ

ルスのRNAを cDNAに置き換えてプラ

スミドにつなぎ、培養細胞中で人工的に

ウイルスを作らせることに成功した1。

　さらに河岡教授らは、2001 年に、

H5N1ウイルスが高病原性を示すため

の重要なメカニズムの解明にも成功2。

インフルエンザウイルスが細胞に感染す

るには、ウイルスが作り出す「HAタン

パク質」とよばれるタンパク質が、細胞

中のある酵素で二つに開列されなけれ

ばならない。ふつうのインフルエンザウ

イルスのHAタンパク質は、呼吸器や消

化器の細胞のみがもつ酵素によって切

断されるために、主に呼吸器や消化器

に症状があらわれる。しかし高病原性

のウイルスでは開列部位が変異してお

り、そのために全身の細胞がもつ酵素

で切断されるようになっていたという。

　国立感染症研究所による新しいワク

チン開発には、2004年 1月にベトナム

の患者から分離されたH5N1ウイルス

が使われている。その RNA は cDNA

に置き換えられた後で弱毒化するため

に、高病原性を示すHA遺伝子の開列

部位が削り取られている。

　効果や安全性、摂取量や摂取対象な

ど、検討すべき事項はまだたくさんあ

るが、田代博士は「認可されるまでに

新型インフルエンザが流行する事態が起

きれば、政治的判断でワクチンを作るこ

ともありえる」という。

自治体レベルでの備え
厚生労働省の報告書によって、人への

感染に対する対策の方向性は打ち出さ

れた。しかし、「具体的な計画にはなっ

ていないので、地方自治体の動きにつ

ながっていない」との指摘もある。

　2005 年 5月末に行われた朝日新聞

社の調査によると、「新型インフルエン

ザ対策の指針を作成している」とした

のは宮崎、広島の 2県のみで、「現在、

策定中」と答えたのが東京や大阪など

9都府県、残りの36道県は「未定」と

の回答だったという。同紙は、「治療薬

の備蓄も決まっていない。財政的な裏

付けがない計画を作っても意味がない」

とする栃木県や、「県レベルで作っても

意味がない」とする三重県の事例も紹

介。現実に「備え」がまだまだ不十分

なことが浮き彫りになった。国立感染

症研究所感染症情報センターの谷口清

洲博士も、「仮に日本で患者が出た場合、

現状で隔離や治療がスムースに行える

とは思えない」と話す。

　「出現することは、ほぼまちがいない」

とされる新型インフルエンザ。1918年

に、今ではごくありふれたタイプになっ

ているH1亜型が「スペイン風邪」とし

て登場したとき、世界中で数千万人もの

命が奪われた。現在は交通網の整備によ

り、ウイルスが地球をめぐる速さは桁ち

がいに速くなっている。人類は、次なる

インフルエンザを克服することができる

のか？　予断を許さない状況が続く。 ■
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